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ＴＯＫＯニュースレター 

Ｖｏｌ．１７９/２０２５年１１月号 

発行日：２０２５年１１月１4日 

最新情報（２０２５年１０月１日～２０２５年１０月３１日） 

 

１．業種別委員会 

該当なし 

 

２．IFRS関係（会計制度委員会） 

該当なし 

 

３．学校法人会計（学校法人委員会） 

該当なし 

 

４．非営利・公会計（非営利法人委員会、公会計委員会） 

該当なし 

 

５．IT 関係（テクノロジー委員会）  

該当なし 

 

 

高市早苗 氏が第 104代内閣総理大臣に就任し、新政権の経済政策の方針が注目されています。彼女の

政策の柱は、「強い経済の実現」です。高市氏の政策は「強い経済の実現」を柱とし、インフレ対策、

成長産業への戦略的投資、経済安全保障の強化を三本柱とする。さらに、暫定ガソリン税の廃止や高校・

小学校の無償化など生活支援策も推進し、財政健全化との両立を目指しています。 

一方で、財政拡大と支出改革を両立させる難しさも指摘されています。与党の連立相手である 日本維

新の会 は支出抑制を掲げており、両者の政策のすり合わせが焦点です。 

さらに、政府が金融政策へ関与する姿勢を示しており、日本銀行 との関係や長期債務・円安リスクに

も市場から注目が集まっています。 
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６．その他（会計制度委員会等） 

CPA 協会 

HP掲載日 
種類 タイトル 内  容 適用時期等 

202５年 

１０月９日 

研究 

報告 

中小事務所等施策

調査会研究報告第

９号「第１種中間

連結財務諸表等を

含む半期報告書に

関する表示のチェ

ックリスト」の改

正について 

日本公認会計士協会（中小事務所等施策調査会）は、2025

年 10 月 8 日に開催されました常務理事会の承認を受けて、「中

小事務所等施策調査会研究報告第 9 号「第１種中間連結財務諸

表等を含む半期報告書に関する表示のチェックリスト」の改正に

ついて」を公表いたしましたのでお知らせいたします。 

本研究報告は、監査事務所が、金融商品取引法第 24 条の５第

１項の表の第１号の中欄に掲げる事項を記載した半期報告書に

含まれる第１種中間連結財務諸表又は第１種中間財務諸表に関

する表示の確認を実施する際の参考に資するため、チェックリス

トの形式で取りまとめたものです。 

本研究報告利用上の注意については、チェックリスト本文「１．

はじめに」及び「３．本研究報告利用上の留意点」をご参照くだ

さい。 

なお、本研究報告は、あくまでも一例を示したものであるため、

被監査会社の半期報告書の表示を確認する際には、それぞれの実

情に即して、加除修正等の検討を行う必要があります。 

 また、本研究報告は、2025 年 9 月 30 日時点で施行されて

いる法令や会計基準等に基づいて作成しているため、法令や会計

基準等の改正が実施された場合には、その改正事項を考慮した上

で使用する必要があることを申し添えます。 

－ 

202５年 

１０月９日 

研究 

報告 

中小事務所等施策

調査会研究報告第

12 号「第２種中間

連結財務諸表等を

含む半期報告書に

関する表示のチェ

ックリスト」の改

正について 

 日本公認会計士協会（中小事務所等施策調査会）は、2025

年 10 月８日に開催されました常務理事会の承認を受けて、「中

小事務所等施策調査会研究報告第 12 号「第２種中間連結財務諸

表等を含む半期報告書に関する表示のチェックリスト」の改正に

ついて」を公表いたしましたのでお知らせいたします。 

本研究報告は、監査事務所が、金融商品取引法第 24 条の５第

１項の表の第３号の中欄に掲げる事項を記載した半期報告書に

含まれる第２種中間連結財務諸表及び第２種中間財務諸表に関

する表示の確認を実施する際の参考に資するため、チェックリス

トの形式で取りまとめたものです。 

本研究報告利用上の注意点については、チェックリスト本文

「１．はじめに」及び「３．本研究報告利用の留意点」をご参照

ください。 

なお、本研究報告は、あくまでも一例を示したものであるため、

－ 
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被監査会社の半期報告書の表示を確認する際には、それぞれの実

情に即して、加除修正等の検討を行う必要があります。 

また、本研究報告は、2025 年 9 月 30 日時点で施行されて

いる法令や会計基準等に基づいて作成しているため、法令や会計

基準等の改正が実施された場合には、その改正事項を考慮した上

で使用する必要があることを申し添えます。 

202５年 

１０月 

２７日 

意見 IASB 情 報 要 請

「IFRS 第 16 号

『リース』の適用

後レビュー」に対

する意見について 

2025 年６月 17 日に国際会計基準審議会（International 

Accounting Standards Board：IASB）から、情報要請「IFRS

第 16 号『リース』の適用後レビュー」が公表され、意見が求め

られました。 

日本公認会計士協会（会計制度委員会）では、当該情報要請に

対するコメントを取りまとめ、2025 年 10 月 15 日付けで提出

いたしましたのでお知らせいたします。 

－ 

 



 

本紙掲載の記事等の無断複写・複製を禁じます。     Copyright○c  Toko LLC  All rights reserved 

 

－4 / 4－ 

Ⅱ．連絡広場（ワンポイントメッセージ） 

 

東京証券取引所は 2025 年 10 月 28 日、プライム市場上場企業であるニデック株式会社を特別注意銘柄

に指定しました。特別注意銘柄は、有価証券報告書の虚偽記載や適時開示に関する規定違反が認められ、内部

管理体制の改善が必要と判断された企業に対して指定されるものです。今回の指定により、ニデック株式会社

は同指定を受けた 6社目となります。同社では、海外子会社における不適切な会計処理が判明しており、現在、

第三者委員会による調査が継続中です。加えて、会計監査人である PwC Japan は、同社の財務諸表に対し

て「意見不表明」との監査意見を表明しています。 

特別注意銘柄に指定された企業は、原則として指定から 1 年後に、内部管理体制の整備および運用状況に関

する審査を受けます。審査の結果、体制が整備されていても運用が不十分と判断された場合には指定が継続さ

れ、さらに当該事業年度末以降に再審査が実施されます。また、審査時期にかかわらず、内部管理体制の整備

または運用が適切に行われる見込みがないと判断された場合には、上場廃止となる可能性もあります。 

今回のような事例は稀ではあるものの、上場企業としての内部統制およびガバナンス体制の重要性を改めて

示すものです。特に、海外拠点を含むグループ全体での管理体制の徹底が、今後一層求められると考えられま

す。 

 

以上 
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